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平成３０年度大阪府河川整備審議会　第1回治水専門部会　議事要旨
日　時
：平成31年１月23日（水）17:00～18:30
場　所
：OMMビル2階 展示ホールG
出席者　：委員）多田部会長・大石委員・馬場委員・嘉名専門員・北後専門委員計5名（欠席：市川委員・澤木専門委員）
まとめ

概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
（1）自然災害（洪水）とまちづくりに関する取組みについて
○「水害リスクを特に留意すべき地域」を危険度Ⅱで区切ると、多くの地域が対象になることが考えられるが、住民や市町村の抵抗に対してはどう考えているのか。
●ステージ２で目指している取組みは、規制がかかるということではないので、抵抗はあまりないのではと考えている。規制を実施する際には、どこで区切るのか改めて検討が必要との認識。
○区切りを2段階ですることの考えはないのか。
●ステージ２で目指している取組みを考えると、1段階で良いのではと考えている。また、できる限り単純化したいとも考えている。
○危険度Ⅱは浸水深が50ｃｍ～3mとかなり幅がある。例えば浸水深1ｍ以上を「水害リスクを特に考慮すべき地域」と区切ることの考えはないか
●まずは、これまで提供してきた危険度Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの区切りの中で整理したい。今後、浸水深の情報を細分化することも可能と考える。
○資料では現況と河川整備後の情報がある。河川整備の進捗に伴い、現況の洪水リスクは変化すると思うが、どの時点の情報を対象にするのか。土地利用誘導を図るには安定的なリスク情報を発信する必要がある。
●現況の洪水リスクを対象にするが、情報は一定期間で適宜更新する考え。
○洪水で人が亡くなるのは、一定規模以上の床上浸水で高齢者が亡くなるケースと、もっと大きな洪水で家が流されるケースがあると思う。また、確率規模によらず、起こる可能性があるところは考慮すべきという観点から、事務局の整理が妥当と考える。
○危険度Ⅰのところも安全といえる場所ではないため、危険度Ⅱではなく危険度Ⅰも土地利用誘導の対象にすべきではないか。河川改修後も1/30の降雨で危険度Ⅰの面積が３，０００ヘクタール弱あり、このような地域も何か措置すべきではないか。
●施策とセットで考える必要があるが、危険度Ⅰを周知しないということではなく、危険度ⅠもⅡも開発許可等の際には周知すべきと考えている。一方、例えば市街化区域の編入ルールなどを検討するにあたり、リスクⅠのところまで編入すべきではないとするのか、リスクⅡのところから編入すべきでないとするのか、といったことを意識しており、誘導施策について危険度Ⅱで区切りたいと考えている。
○不動産事業者等への説明の際には、リスクを周知することとあわせて「洪水リスクを特に留意すべき地域」が具体にどこかということも説明すべき。また、重要事項説明などで自主的に説明していただけるよう推奨するべき。
○郊外において、洪水リスクの高い地域に大規模商業施設が建ち、それに付随してその周りに店舗や住宅が建つといった事例があるが、そのような懸念に対しては、どうカバーしていくのか。
●比較的規模の大きなものに対しては、「市街化調整区域における地区計画のガイドライン」に洪水リスクの高い地域の取り扱いを明記することで対応できないかと考えている。また、それに付随して建つ店舗や住宅に対しては、開発協議の機会に上記同様、洪水リスクの高い地域の取り扱いをルール化することで対応できないかと考えている。
○都市計画においても、地区計画のガイドラインや立地適正化計画などで危険な地域の土地利用のあり方を考慮するようになってきた。しかしながら、災害には洪水だけでなく、津波や液状化などもあり、他の災害との関係、バランスなどを考えることも重要。
●災害の種類はたくさんあるので、危険なところをしっかりと認識してもらえる取組みを行い、自ら逃げる意識を持ってもらうのが重要と考えている。その上で住まい方の工夫でできることを取組みたいと考えている。
○現実的に津波被害があるだろうという地域では、土地の取引がほとんどないような事態も起こっているので、土地利用誘導施策に対し、どのような影響が想定されるのかあらかじめ掴んでおくことも大事。また、農地転用を認めないとするような土地利用規制をすると、例えば農業を継続して出来ない方の出口を塞ぐことになるので、規制は慎重に行うべき。
○事態の程度に応じた対策を考えるべきで、よりリスクが高いほうに対してはより厳しく誘導することがあっても良いのではないか。
○リスク情報は逐次アップデートして、どのような危険があるのかないのか、住民の方に分かりやすく提供することが重要。
○本日の意見を事務局にて整理し、次回以降、継続審議とする。
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